
  

第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第1節  医療保険制度の現状と動向

わが国の医療保障は,大正11年若干の工場・事業場などを対象とする健康保険法が制定されてから40年を
経て,昭和36年に地域保険たる国民健康保険が全市町村に実施されたことにより,国民皆保険の体制が一応
完成し,医療保障の網は,全国民をおおうこととなったのである。

医療保険制度は,現在,工場や事務所に使用される者とその家族を対象とする被用者保険と,農民,自営業者
およびその家族をおもな対象とする地域保険に分かれており,さらに前者は,被用者の業態によって健康保
険・船員保険・日雇労働者健康保険のほか,公務員などを対象とする各種共済組合などのいくつかの制度
に分かれているが,後者は,国民健康保険として市町村単位に行なわれている。

これらの各制度は,ともに近年その内容を充実し,医学医術の進歩,国民生活水準の向上などに伴う国民医療
の水準の向上とあいまって,医療保障の推進のうえに,きわめて大きな役割を果たしているが,こうして充実
発展し,いわば成熟期に達した医療保険には,それなりにまた,39年度頃から,制度としての曲り角に立たさ
れたともいうべき大きな課題が生ずるに至った。

すなわち,第1に,38～39年頃から医療保険制度が軒並みに,急速に著しい財政悪化の傾向を示し始めたこと
である。医療保険各制度の給付内容の充実と国民医療水準の向上は,必然的に国民総医療費の著しい膨脹
となって現われ,医療保険の療養給付費として支払われる費用は,近年急激な増高傾向を示している。この
結果,医療保険の財政は,毎年保険料収入が着実に増加しているにもかかわらず,支出がこれを上回るため,
収支の均衡が崩れ,このまま推移すれば遠からず制度の存立すらあやぶまれるほどの危機に追い込まれる
であろうと思われる状態である。このような事態に対処するため,目下,健康保険・日雇労働者健康保険お
よび船員保険の各制度について,財政の健全化対策の確立,そのための法律改正の準備が進められており,具
体策のあり方をめぐって関係者間はもとより,社会的に大きな議論がくり返されている。

すなわち,政府としては,このような医療保険の当面する財政状況にかんがみ,早急に収入支出の両面からそ
の対策を講ずべく,40年度からの実施を期して,関係各制度につき,国庫負担を増額して投入するとともに,
第48回国会において,関係諸法律を改正して,保険料の増収をはかり,患者が療養の給付を受ける際の一部負
担のあり方を改めて,保険支出の適正化に資する等の方途を考え,健康保険などの関係諸制度の改正案を40
年1月末から2月初めにかけて諮問機関たる社会保険審議会および社会保障制度審議会に諮問したのであ
るが,その具体的方法として考えていた総報酬制や薬剤費の一部自己負担が関係者の間に大きな論議を呼
び,5月に至るもなお,意見がまとまらず,また,関係諸団体の政府への強い意見の表明などがあって,早急な対
策の確立があやぶまれる状態になっている。政府としては,ことの重要性にかんがみ,必ずしも,当初案に固
執することなく,十分関係者の意見を聞き,衆智を集めて,医療保険財政の健全化につき最善の対策を確立す
るという方針をとっているので,問題の解決が40年度に持ち越されたものの,関係者の協力のもとに対策の
樹立とその推進がみられることが期待される。

また,国民健康保険にあっては,被用者保険と同様な医療費の一般的急増によるもののほか,家族に対する7
割給付計画が進行中であって,これに伴う経費の増加があることなどの事情が重なって,その財政状態の悪
化は被用者保険の場合以上に深刻であり,40年度国家予算においても,これがため所要の経費が計上されて
いるが,なお引き続き国庫負担補助制度の強化等の強力な対策の実施が望まれている。

なお,このような当面の財政危機の克服策にとどまらず,将来の医療保障の確立のために,長期的見とおしの
上に立って医療保険財政基盤整備のための抜本的対策を推進することが,今後の大きな課題として指摘さ
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れているところである。

第2に,39年度においても,国民健康保険の家族7割給付計画の推進など,従前に引き続き,医療保険の給付内
容の充実がはかられてきたところである。しかしながら,現状においては,なお各制度の間に,あるいは被保
険者と家族の間に,給付水準の不均衡があり,医療保険制度の均衡ある発展をはかり,国民のすべてに公平な
医療保障を確保するという見地から,これらの格差の解消が今後の大きな課題として残されている。そし
て,給付の充実は,従来個々の制度ごとに行なわれる傾向にあったが,昨今,この医療保険全体の均衡ある発
展という角度から見直そうという動きが生じ,給付財源の確保の問題ともからんで,制度の統合あるいは総
合調整という考え方がさかんに検討されるようになってきたことは注目すべきことであろう。

第3は,後述する医療費改定である。極論すれば,39年度の医療保険の課題は医療費の緊急是正で始まり,年
度の後半ぎりぎりまで,これが解決に追われてきたとさえいえる。そして40年1月の厚生大臣告示をもっ
て当面の医療費の改定は,一応は落着きをみたが,なおこの緊急是正の問題をめぐって,関係団体に異論があ
り,厚生大臣を相手とする訴訟が提起されて,いぜんとして問題が尾を引いたままの状態が続いており,この
ほか薬価基準の引下げ問題,これに伴う医療費の3%相当額の技術料への振替え問題等,医療費に関連する
諸般の懸案事項が今後に持ちこされていることは,後述するとおりである。
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第2節  国民健康保険

国民健康保険は,被用者以外の国民を被保険者として,その疾病・負傷・出産・死亡に関して必要な保険給
付を行なう制度である。

昭和36年度にいわゆる国民皆保険体制が樹立され,全国民の半数に近いものがこの制度の対象となったこ
とならびにその後における急速な給付内容の改善により,国民健康保険がわが国の社会保障および国民保
険の向上に果たす役割はきわめて大きいものとなっている。しかしながら,反面,最近において保険財政が
急激に悪化したため,これが健全化をはかることが,給付内容をさらに一段と改善することと並んで,国民健
康保険の当面の問題となっている。さらに,将来にわたって国民健康保険のいっそうの充実発展をはかる
ためには,関係各方面から共通の要望,意見として出されている療養給付費に対する国庫負担の強化などの
問題についても今後検討することとなろう。 
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第2節  国民健康保険
1  保険者および被保険者

保険者・被保険者および被保険者の属する世帯の数の推移は第2-5-1表のとおりであり,保険者数について
は市町村合併,被保険者数については産業構造の変化に伴う被用者保険への移動により,いずれも年々減少
してきているが,世帯数については著しい変動はない。

第2-5-1表 国民健康保険保険者数,世帯数,被保険者数の推移

次に,昭和39年度の被保険者世帯の職業・所得の傾向を見ると,職業別世帯分布では,農林水産業が42.6%と
最も多く,以下その他の自営業(26.6%)被雇用者(18.1%),無職(8.7%)の順となっており,所得階層別世帯分布
では保険料算定の基礎となる年間所得が9万円未満の世帯が18.8%,20万円未満の世帯が48.7%と約半数を
しめ,低所得者が多いことを示している。また,被保険者の年齢構成について見ると,0～14歳26.9%,15～59
歳59.3%,60歳以上13.8%という構成比となっており,いまこれを総人口の構成(それぞれ
26.5%,64.0%,9.5%である。)と比較してみると,国民健康保険では働きざかりの年齢層が少なく,老齢者が
多いことがわかる。
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第2節  国民健康保険
2  保険給付

国民健康保険の保険給付には,国民健康保険法により保険者が行なうべきものと定められている療養の給
付(療養費の支給),助産費の支給(助産の給付)および葬祭費の支給(葬祭の給付)と保険者が行なうかどうか
を自主的に定める傷病手当金の支給,育児手当金の支給などがある。これらの保険給付の水準は,健康保険
その他の被用者保険に比して,なお,相当の格差があるが,逐次その水準の引上げがはかられてきている。

その第1は,療養の給付の給付率の引上げであって現在,療養の給付の給付率は,原則として世帯主7割,家族5
割として法定されているが,家族についてさらに自己負担を軽減し,医療を受けやすくすべきであるという
考えから,39年度を初年度とする4か年計画をもつて家族に対する給付率を5割から7割に引き上げること
を推進している。すなわち,国においては,家族に対する給付率を5割から7割に引き上げる場合の2割引上
げ部分の3/4相当額を補助するものとし,初年度にあたる39年度においては,40年1月から家族被保険者総数
のおおむね1/4に見合う市町村(市町村総数の34%)を対象として特別の補助金を交付した(第2-5-2表参
照)。この補助金の交付にあたっては,39年度においては,特に医療水準が低いいわば恵まれない地域の市
町村を優先的に対象とした。

第2-5-2表 国民健康保険家族7割給付の実施状況

さらに,40年度においては,39年度開始分のほか,新たに家族被保険者総数のおおむね1/4を対象として7割
給付を実施する予定であり,これについても前年度同様,所要の国庫補助を行なうこととしている。家族7
割給付は,健康保険その他の被用者保険との給付水準の格差縮小という基本的要請はもちろん,すでに実施
している市町村との均衡からその実施を猶予できないという市町村の事情もあるので,4か年計画の着実な
達成が,給付改善施策として,財政対策と並んで当面する最も重要な課題といえる。

なお,家族7割給付の全国実施がおおむね達成される時期においては,これが法制化をはかることとなろ
う。

給付水準の向上の第2点としては,療養の給付の範囲の制限および期間の制限がいずれも撤廃されたことが
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注目される。すなわち,療養の給付のうち,往診・歯科補てつ・入院の際の給食・寝具設備については,33年
法制定の際,保険者の財政事情を考慮して,当分の間給付を行なわないことも認められた。しかしながら,近
年これらの制限の撤廃は急速に促進され,大部分の保険者が制限を撤廃するに至ったので,38年3月の法改
正により,こうした制限が認められるのは40年3月31日までとされ,その後はいっさい認められなくなっ
た。また,療養の給付の期間の制限(3年間)についても38年4月以後撤廃され,転帰まで給付を行なうことが
たてまえとなった。

第3点としては,療養の給付以外の給付の改善である。このような給付としては,助産費の支給(助産の給
付),葬祭費の支給(または葬祭の給付)および任意給付として,育児手当金の支給その他の給付があり,助産
費・葬祭費の支給額は逐次引き上げられ,大半の保険者で2,000円以上となっているが,なお,健康保険など
に比して相当低い水準にある。

次に,療養の給付に要する費用の動向を知るため,1人当たり診療費の推移を政府管掌健康保険と比較しな
がら見ると, 第2-5-3表のとおりであり,他の医療保険と同様,その増高には著しいものがあるが,これは主と
して最近における医学・薬学の進歩に伴う医療内容の向上に起因するものといえるが,特に国民健康保険
については,さきに述べたような給付内容の改善による影響があることも見のがせない。またその伸び率
は国民健康保険の方が,政府管掌健康保険に比して相対的に高いが,なお現在までのところ絶対額には相当
の開きがある,ただし,健康保険の被扶養者との差は漸次縮小され,39年度に入ってからは,国民健康保険の
方が上回るに至った。

第2-5-3表 国民健康保険と政府管掌健康保険の1人当たり診療費用額の比較
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第2節  国民健康保険
3  保健施設

保険者は,保険給付または被保険者の健康の保持増進のために必要な保健施設活動を行なうことができる
こととなっており,各保険者の実情に応じた各種の活動が行なわれているが,現在直営診療施設の設置経営
と,保健婦による保健サービスとが最も広く行なわれている。

直営診療施設とは,へき地その他の無医地区または医療施設の不足する地区などにおける医療の普及をは
かるため,保険者が設置する診療施設であり,その数は,39年3月31日現在,全国で2,599あり,このうち病院は
558,診療所は2,041である。

次に,国民健康保険の保健婦は,被保険者の健康の保持増進,疾病の予防などのための業務に従事しており,
特に医療施設の乏しい地域においては住民の保健衛生のにない手として,きわめて重大な役割を果たして
いる。40年1月31日現在2,458の保険者が5,588人の保健婦を置いている。
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4  保険財政
(1)  概況

国民健康保険の財政は,37年度までの数年間はおおむね健全化の方向をたどっていたが,38年度に至って悪
化の傾向をみせるに至った。

すなわち,第2-5-4表のように38年度の決算上の赤字保険者425(全保険者の11.9%),39年度の決算上の赤字
保険者は1,358(全保険者の38.1%)と前年度に比し,赤字保険者数が大幅に増加したことが注目される。

第2-5-4表 国民健康保険保険財政の状況

このような財政悪化の状況は,国民健康保険のみの現象ではなく,他の医療保険制度にも共通する現象であ
るが,その原因としては,医療内容の向上,給付内容の改善などの影響により医療費の支出が予想を上回る伸
びを示したことに対し,これに見合う保険料(税)収入が確保されなかったことにあると考えられる。また,
特に39年度については,国庫負担金の精算不足額が相当多かったことが影響していることも否めない。し
たがって,39年度分の国庫負担金の精算不足分約111億円(これについては,とりあえず,40年度予算から繰
り上げ交付する措置が講じられた。)が追加交付されることおよび39年度の調整交付金の不足分に見合う
措置として,臨時財政調整補助金40億円が予備費から支出されることを考慮に入れた実質収支で見れば,39
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年度(見込み)の赤字市町村は約230,赤字市町村の赤字総額は34億円となり,38年度の実質収支における赤
字市町村数392,赤字市町村の赤字総額37億円に比し,若干改善されるものと考えられる。

なお,これらの赤字市町村の内訳を見てみると,各年度引き続いて赤字である市町村が少くなく,また,特に
大都市では累積赤字額が多額に及んでいることが注目される。
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4  保険財政
(2)  保険料および保険税

国民健康保険事業の費用にあてるための収入としておもなものは,保険料(保険税)と国庫補助負担金とで
ある。保険料と保険税とは,その内容に大きな差はなく,市町村が任意にそのいずれかの方式を採用しうる
ことになっており,保険税を採用している保険者は全体の91.3%(39年4月1日現在)と圧倒的に多いが,大都
市においては保険料を採用している保険者が大部分である。

保険料(税)調定額の推移は,第2-5-5表のとおりであり,年々かなりの伸び率を示している。

なお,38年度から,年間所得9万円以下の世帯またはこれに準ずる低所得の世帯について,保険料(税)の応益
割部分(保険料(税)のうち,所得や資産にかかわりなく世帯単位または個人単位にかかる部分)の4割ないし6
割を減額することとして低所得者の負担の軽減をはかったが,これによる保険料(税)収入の減収分につい
ては国が調整交付金により金額補てんする措置を講じた。39年度におけるこの措置の対象となった世帯
は282万2,000世帯(全世帯の26%)であり,その措置に要した調整交付金額は約27億円であった。

第2-5-5表 市町村における国民健康保険保険料(税)調定額の推移
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第2節  国民健康保険
4  保険財政
(3)  国庫負担金および補助金

国民健康保険については,従来から大幅な国庫補助が行なわれており,国民健康保険助成費予算総額は,40年
度1,194億7,000万円と39年度(当初予算)844億4,000万円に比して41.5%の増加を示している(第2-5-6表参
照)。また,40年1月に行なわれた,いわゆる医療費の緊急是正により,保険者の財政負担は増大したが,これ
については,39年度において国が特別の補助金を交付することにより保険料(税)の引上げを招かないよう
な助成措置を講じたほか,最近の財政状況,被保険者の負担能力等にかんがみ,特に40年度においても15億
円(緊急是正による保険料引上げを招かないようにするための年間所要額の1/4相当額)の補助を行なうこ
ととしている。

第2-5-6表 39年度および40年度国民健康保険補助負担金予算額

また,従来,事務費国庫負担額が実支出額に著しく及ばない状況にあり,その不足分は市町村の財政負担と
なっていたので,これを打開するため,事務費国庫負担金の被保険者1人当たり予算額(市町村分)につい
て,39年度の150円(当初予算額)を40年度には200円に引き上げるという大幅な増額をはかった。
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第2節  国民健康保険
4  保険財政
(4)  今後の問題

保険財政の悪化に対しては,その健全化ないし強化をはかるため,各種の対策を講ずる必要がある。

すでに,各保険者においては,保険料(税)の引上げについて相当の努力を払っているが,今後においても,給付
内容の向上,受診率の上昇等に伴う医療費支出の増加が予想されるので,それに相応する引上げが必要であ
り,このことは,被保険者の受益が増大することを考慮すれば,社会保険のたてまえからいっても当然といえ
よう。

また,国としては,当面の対策として40年度予算において前述のような国庫補助負担金を充実する措置を講
じているが,今後とも必要な場合には臨機応変の措置をとることとなろう。

さらに,長期にわたる対策としては,家族7割給付の法制化が考えられる際に,あわせて財政基盤の強化のた
めの方策についても検討されることになろう。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和39年度版）



  

第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第3節  健康保険

健康保険事業は,政府管掌健康保険と組合管掌健康保険の二本立てで運用されている。政府管掌健康保険
は,政府が保険者となって行なうものであり,健康保険の適用を受ける者のうち,健康保険組合の組合員でな
い者を一括して被保険者としている。

一方,組合管掌健康保険は,各健康保険組合が保険者となってその組合員を被保険者として行なうものであ
る。

政府管掌健康保険も組合管掌健康保険もと,もに同一の内容の給付を行なうが,組合管掌健康保険において
は組合ごとに,附加給付として,それを上回る給付を行なうことができる。保険料は政府管掌健康保険では
事業主と被保険者が折半して負担するが,組合管掌健康保険においては事業主が被保険者よりも大きな割
合で負担することができることとなっている。

最近,医療費の急激な上昇に伴って,政府管掌健康保険において,収支がアンバランスとなり,大幅な赤字を
生ずるに至った。また,健康保険組合においても,収支状況が悪化の傾向を示している。このため,さきにふ
れたとおり,保険財政の健全化のための対策が検討されているところである。 
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第3節  健康保険
1  政府管掌健康保険
(1)  事業所数

政府管掌健康保険の事業所数の推移は第2-5-7表に示すとおりであるが,最近5年間の増加率は,6%から
10%の範囲内であって,年平均で見ると,毎年約3万3,000事業所が増加していることになる。この4年間に
約34%の増加であり,事業規模の増大を物語っている。

第2-5-7表 政府管掌健康保険の事業所数および被保険者数の推移
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第3節  健康保険
1  政府管掌健康保険
(2)  被保険者数および被扶養者数

被保険者数の推移は,第2-5-7表に見られるように最近5年間の増加率は事業所数の増加率と大差はなく5%
～11%の範囲内であって,年平均で見ると約63万人が増加しており,この4年間に約28・4%の増加を示して
いる。

なお,被保険者数の規模別に見た事業所数,被保険者数とその分布状況は,第2-5-8表に示されているが被保
険者数が100人未満の事業所の数とその事業所における被保険者の数は,それぞれ全体の96.7%および
67.6%をしめており,政府管掌健康保険が中小企業に働く勤労者を対象としていることがわかる。

第2-5-8表 政府管掌健康保険の規模別事業所数および被保険者数

被扶養者については,第2-5-9表のとおりで年々増加はしているが,その増加率は被保険者数のそれに及ば
ないため,被保険者1人当たりの被扶養者数は年々減少の傾向にある。また,38年度末における政府管掌健
康保険と組合管掌健康保険被保険者1人当たりの被扶養者数を比べると,前者1.03人対後者1.30人と相当な
開きをみせている。

第2-5-9表 政府管掌健康保険被扶養者数の推移
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第3節  健康保険
1  政府管掌健康保険
(3)  平均標準報酬月額

平均標準報酬月額は,毎年度における賃金の動きを反映する。最近5年間におけるその推移は,第2-5-10表
に示すとおりであるが,36年度ごろからの賃金の上昇が著しい傾向がこの表からもよみとれよう。ただ,健
康保険の標準報酬月額は最高5万2,000円と法定されているため,必ずしも賃金の上昇には比例しない。な
お,これを組合管掌健康保険と比較すると,38年度末では2万1,46円となっているが,組合管掌健康保険では
2万7,788円であって,相当な格差が見られる。

第2-5-10表 政府管掌健康保険平均標準報酬月額の推移
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第5章  医療保険制度はどうなっているか
第3節  健康保険
1  政府管掌健康保険
(4)  保険料

政府管掌健康保険の保険料率は,原則として標準報酬月額の6%とされているが,社会保険庁長官は社会保
険審議会の意見をきいて,5.5%から6.5%の範囲内で変更することができる。現在の保険料率は,35年3月1
日から6.3%と定められている。なお,保険料は事業主と被保険者とが折半負担する。保険料の収納状況を
見ると,収納率は33年度を除き,ここ10年来年々上昇を続け,特に38年度には94.9%と戦後最高を記録し,39
年度も94.8%を記録した。

なお,38年度決算における被保険者1人当たり保険料額は1万5,318円,39年度決算においては1万6,981円で
ある。
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第3節  健康保険
1  政府管掌健康保険
(5)  保険給付

39年度の保険給付費は総額約2,265億円(38年度1,756億円)であるが,これを被保険者1人当たりで見ると1
万9,930円(38年度1万6,346円)で前年度に比べて20.6%の増(38年度は19.1%の増)となっており,保険料額
が対前年度11.6%の増(38年度は11.8%の増)であるのに比し,著しく増加しており,なかでも医療給付費は
22.2%増(38年度は20.6%増)と顕著な伸びを見せている。

保険給付のうち,その中心をなすものは療養の給付および家族療養費であり,次いで傷病手当金が重要な地
位をしめている。

ア  療養の給付および家族療養費

療養の給付費(療養費を含む。)は,35年度の608億円が39年度には1,676億円と4年間にほぼ2.8倍になって
おり,家族療養費についても,同じく150億円から349億円と2.3倍の増加を示している。この間被保険者数
は約28.4%,被扶養者数は約23.1%増加しているが,医療費の増加は,これを大きく上回っているわけであ
る。

この内容を分析してみると,第2-5-11表のとおりであり,医療費の増加の原因は受診率の増加によるもので
はなく,むしろ1日当たりの金額の増加によるものである。診療1日当たり金額は35年度から39年度の間に
被保険者で264円から511円,被扶養者で112円から191円へと大幅に増加している。これには36年度以降
における医療費の改訂が影響しているが,そのほかにも医療費の年々の上昇傾向が織り込まれている。こ
の間受診率は年々増加の傾向にあるが,1件当たり日数は漸減の傾向を示しており,被保険者および被扶養
者が医療を受ける量は全体としてはあまり変化がないとみられる。

第2-5-11表 政府管掌健康保険医療給付諸率
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イ  傷病手当金

傷病手当金支給額は,35年度の99億円から,39年度には,186億円と約1.9倍に増加している。この4年間にお
ける被保険者数の伸びに比べてその増加率はきわめて高いが,これは賃金上昇に伴った平均標準報酬の上
昇によるものとみられる。第2-5-12表で見ると,1人当たり支給日数は減少傾向にあるが,1日当たり支給金
額が伸びていることによって,1人当たり支給金額が増加している。

第2-5-12表 政管府掌健康保険傷病手当金給付諸率
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第3節  健康保険
1  政府管掌健康保険
(6)  保健施設

健康保険では,傷病・死亡および出産に関し保険給付を行なうほか,被保険者および被扶養者の健康増進や
疾病予防などの事業を行なっている。この事業を保健施設とよんでいる。政府管掌健康保険における保
健施設の主な内容は,次のとおりである。 

ア  保健指導宣伝

事業主や被保険者に対し,保健衛生についての講演会,健康保険の夕べを開催したり,パンフレット,ポス
ターなどを配付して,保健指導奨励を行なっている。 

イ  疾病予防

結核の早期発見,早期治療をはかるため,施設の不備や健康管理の不十分のため結核検診の機会にめぐまれ
ない小規模事業所の被保険者に対し,結核検診を実施したり,またインフルエンザ予防接種や中高年齢者の
疾病予防検査(簡易人間ドック)を行なっている。 

ウ  体育奨励

体育活動を奨励し,健康増進をはかるため,従来から陸上競技大会・水上競技大会・軟式野球大会および保
健体育大会を実施してきたほか,39年度からは各都道府県に指導員をおいて健康体操を実施している。 

エ  健康保険保養所

被保険者や被扶養者の病後の保養と健康の増進をはかるため,健康保険保養所を設置している。保養所は
原則として自然公園または温泉地の地域内に設置することとしており,39年度末で83施設ある。 

オ  健康保険病院,診療所

適正な社会保険診療を行なうほか,被保険者等の疾病の予防,健康の保持増進のため積極的に協力する等を
目的として設置したもので,39年度末で,病院64施設,診療所12施設がある。 

カ  健康相談検診車

病気の早期発見,早期治療のため,主要健康保険病院に健康相談検診車36台(39年度末現在)を配置してい
る。なお,このほか健康保険成人病検診車2台がある。
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1  政府管掌健康保険
(7)  財政

政府管掌健康保険は,29年度および30年度に非常な財政危機に見舞われたが,種々の財政対策と制度の合理
化が行なわれ,加えて景気の好転の影響もあり,その後36年度までは健全財政が保たれ,290億円の積立金を
もつことができるに至った。しかし,36年に行なわれた医療費改訂を転機として医療費の増勢が強まって
きたため,しだいに悪化の傾向を示し,37年度においては,中小企業の賃金事情の改善の影響をうけて保険料
収入が大幅に増加したにもかかわらず,保険給付費支出の増加が著しく,積立金18億円の取りくずしを余儀
なくされ,単年度実質16億円の赤字となった。さらに38年度においては,約130億円という健康保険史上最
大の赤字をみることとなった。医療費の増高傾向は39年度以降もいぜんとして激しいため,39年度におい
ては積立金のすべてを取りくずしてもなお174億円の累積赤字を生ずるに至り,このまま推移すれば,40年
度においてはさらに多額の赤字を生ずるものと予想される。政府管掌健康保険の財政は,まことに容易な
らざる事態に逢着しており,収支の均衡を回復して財政基盤の安定をはかり,制度の充実発展をはかるため
抜本的な対策を講ずる必要がある。

第2-5-13表 政府管掌健康保険収支状況
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第3節  健康保険
2  組合管掌健康保険
(1)  組合数および事業所数

近年における組合数の推移は,第2-5-14表の示すとおりであるが,新設は逐年増加して,最近5年間に年間40
組合から80組合に至っており,その他の分割設立等があって,50組合ないし80組合の増加をみている。しか
し,一方において,他組合との合併消滅等があるので,組合数としての年間純増は,これをやや下回ってい
る。こうして,組合数は38年度末で1,279となっている。

組合の規模について見ると,38年度末で,1組合平均被保険者5,000人となっており,業態別に見ると平均
6,000人台から2000人台のものまで相当のへだたりがある,さらにこれを被保険者数の階級別に見る
と,500人未満のものから10万人をこえるものまでにわたって分布しているが,1,000人以上2,000人未満の
組合が最も多く,5,000人以下の組合が総数の65%をしめている。

次に,組合の設立されている事業所の数について見ると,第2-5-14表のとおり,38年度末で任意包括の事業所
を合わせて約6万となっている。この事業所数も組合の増加に伴って,年平均で,3,000ないし8,000程度増
加してきているが,組合の事業所数は,組合設立の条件等の関係で政府管掌健康保険に比べると著しく少な
い。

第2-5-14表 健康保険組合異動状況および適用事業所数の推移
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2  組合管掌健康保険
(2)  被保険者数および被扶養者数

組合数の増加に伴って,組合の被保険者数も毎年著しい増加を示している。その増加は,組合数の増加に伴
うものと組合自体の被保険者数の増加によるものとに分かれるが,増加の大部分は後者に基づくものであ
り,産業の発展に基づく雇用の拡大に伴うものが多い。すなわち,近年における日本経済の発展に伴う組合
の被保険者数は,毎年50万人を上回る増加を示しており,38年度末には656万人,男女比率では男71,女29の
割合となっている。

次に,被扶養者数について見ると,第2-5-15表のとおり,これも増加はしているが,その増加数は年間約30万
人で,被保険者数の増加には及ばない。これは,被保険者1人当たりの扶養者数が年々減少しているためで
ある。

第2-5-15表 組合管掌健康保険被保険者数および被扶養者数の推移
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2  組合管掌健康保険
(3)  平均標準報酬月額

組合管掌健康保険の平均標準報酬月額は,第2-5-16表のとおり,38年度末で約2万7,788円で,これを政府管
掌健康保険のそれと比べると,約29%高い,しかし,この格差は近年漸次縮小の傾向にある。さきに述べたと
おり,健康保険の標準報酬月額が最高5万2,000円となっているため,近年賃金水準の向上に伴い,上記の標準
報酬に頭打ちの者が多く,組合管掌健康保険では約12%の者が最高の標準報酬等級(第25級)になってい
る。

第2-5-16表 組合管掌健康保険の平均標準報酬月額の推移
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第3節  健康保険
2  組合管掌健康保険
(4)  保険料率

組合管掌健康保険においては,その保険料率は標準報酬月額の8%を最高限度として,組合ごとに決定され
る。また,その負担割合も,事業主が保険料額の1/2以上を負担するように決めることができ,現実に事業主
の負担割合が被保険者の負担割合をこえている組合が多い,組合管掌健康保険の平均保険料率の推移は,第
2-5-17表のとおり,38年度末においてはおおむね6.5%であるが,毎年若干増加している。

第2-5-17表 組合管掌健康保険平均保険料率および負担割合の推移

政府管掌健康保険では,35年以降6.3%となっているので約0.2%の差がある。

次に,保険料の負担割合については,38年度で事業主6被保険者4となっているが,事業主の負担割合は減少
の傾向にある。

また,保険料率階層別組合数は6.5%のものが最も多く最高の8%のものは43組合あり,政府管掌健康保険の
料率より高いものは約830に及び過半数をしめている。
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第3節  健康保険
2  組合管掌健康保険
(5)  保険給付

組合管掌健康保険では,政府管掌健康保険と全く同様の給付を行なうほか,これにあわせて附加給付を行な
うことができる。

保険給付のうち,療養の給付,家族療養費および傷病手当金などについて,最近の状況を見ることとする。

ア  療養の給付および家族療養費

被保険者の療養の給付費は,34年度の271億円が38年度には635億円と,5年間にほぼ2.5倍になっており,家
族の療養費については,同じく129億円から251億円と,これは約2倍の増加を示している。この間被保険者
数は約5割,家族は約1.5割増加しているが,医療費の増加はこれを大きく上回っているわけである。

この増加を分析してみると,第2-5-18表のとおりであり,政府管掌健康保険の場合と同様受診率の増加によ
るものではなく,むしろ1件当たり金額の増加によるものである。1件当たり金額は34～38年度において,被
保険者で1,260円から1,942円,家族で912円から1,388円へと増加している。これには,36年における医療費
の改定が影響しているが,そのほかにも医療費の年々の上昇傾向がおりこまれているわけである。この
間,1件当たり日数は,一般診療については,本人家族を通じて入院,入院外ともおおむね減少してきている。
また,受診率も,この間一般診療では,本人家族ともおおむね減少(特に入院は著しく減少),歯科でやや増加し
ているが,全体を通じ,家族において多少の増加が見られるほか,一応安定してきたことを示すものといえよ
う。

第2-5-18表 組合管掌健康保険医療給付諸率
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イ  傷病手当金

傷病手当金の支給額は,34年度の57億円から38年度の79億円に増加しているが,その間被保険者数が5割増
加していることを考えれば,相対的には減少していることになる。すなわち,第2-5-19表に見られるように
被保険者1,000人当たり件数および被保険者1人当たり日数において減少の傾向がある。ただ,1件当たり金
額は増加しているが,これは傷病手当金の額が報酬に比例しているため,賃金上昇に伴って,増加したものと
考えられる。要するに相対的には,傷病手当金は減少しつつあるが,これは主として,結核性疾病の減少によ
るものである。

第2-5-19表 組合管掌健康保険傷病手当金給付諸率
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ウ  附加給付

組合管掌健康保険の保険給付における特色は,各組合において,規約の定めるところにより,附加給付が行な
われる点である。附加給付の実施状況は,第2-5-20表のとおりであって,ほとんどすべての組合がこれを行
なっている。

第2-5-20表 種数別附加給付実施健康保険組合数

附加給付の種類に多岐にわたっているが,最も多く行なわれているものは,被扶養者に対する法定5割の家
族療養費に加えて給付される家族療養附加金で,これによって,組合における医療給付水準はかなり高めら
れている。

この附加給付に要する費用は,38年度末においては,被保険者1人当たり2,124円であり,法定給付費に対す
る比率は13・5%となっている。
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第3節  健康保険
2  組合管掌健康保険
(6)  保健施設

組合管掌健康保険の保健施設は,その母体企業の労働の実情等に適応して効果的な保健施設事業を行なう
ことが大きな特色となっている。この保健施設事業は,近年治療から予防への動きが活発となるに従い積
極的化してきており,このため保健施設の予算は逐年増加している。
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第3節  健康保険
2  組合管掌健康保険
(7)  組合の財政収支状況

組合の財政収支は第2-5-21表のとおり,全体としては健全な歩みを示している。しかし,なかには財政力の
弱い組合もあり,これらに対して33年度から若干の国庫補助が行なわれている。しかるに,33年度以降につ
いて組合の被保険者1人当たり収入支出については,従来は収入の増加が支出の増加を上回っていたのが,
最近では下回る傾向にあり,特に医療給付の増加が著しいことが注目される。

第2-5-21表 組合管掌健康保険収支状況
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第4節  日雇労働者健康保険

日雇労働者健康保険は,健康保険と同様,被保険者の業務外の事由による疾病・負傷・死亡および分娩なら
びに被扶養者のこれらの事故に対し給付を行なう制度であり,政府が管掌している。

本制度は,ここ数年来財政がきわめて悪化して大幅な赤字を生じており,給付内容も他の被用者保険に比べ
て劣っているので,制度の建て直しを行なうため,その改正につき,社会保険審議会および社会保障制度審議
会に対し,諮問が行なわれ,目下健康保険の改正案とともに両審議会において審議中である。 
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第4節  日雇労働者健康保険
1  適用状況
(1)  適用事業所数

日雇労働者健康保険の適用事業所数は昭和39年度末現在4万6,173であり,その最近4年間における推移は
第2-5-22表のとおりである。

第2-5-22表 日雇労働者健康保険適用事業所数
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第4節  日雇労働者健康保険
1  適用状況
(2)  被保険者数

日雇労働者健康保険においては,日雇労働者の就労が浮動するため,被保険者の実数がは握できないので,有
効な被保険者手帳を所持している日雇労働者数をもって,被保険者数の概数としているが,最近4年間の推
移は第2-5-23表のとおりで,減少傾向にある。

第2-5-23表 日雇労働者健康保険の被保険者数の推移
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第4節  日雇労働者健康保険
2  保険給付

39年度決算の保険給付費は総額約171億円(38年度95億円)であるが,これを被保険者1人当たりで見ると1
万8,819円(38年度1万5,619円)で,前年度に比べて18.7%の増(38年度は24.0%の増)となっており,なかでも
医療給付費は19.4%の増加(38年度は24.9%の増加)で現金給付費の2.0%増(38年度は6.6%増)に比べて顕
著な伸びを示しており,給付費増加の主たる要因となっている。
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第4節  日雇労働者健康保険
2  保険給付
(1)  療養の給付および家族療養費

療養の給付費(療養費を含む)は,35年度の54億円が39年度には135億円と4年間にほぼ2.5倍になっており,
家族療養費についても,同じく13億円から27億円と著しい増加を示している。この間,被保険者数は1.2%
も減少しているのに対してその増加は著しい。この増加の原因は,第2-5-24表に見られるように,1件当た
り日数の増加によるものではなく,診療1日当たり金額の増加によるものであり,前者は減少傾向であるの
に対し,後者は34年度から39年度の間に被保険者で275円から537円,被扶養者で114円から196円へと大幅
に増加している。

第2-5-24表 日雇労働者健康保険医療給付諸率

なお,被保険者1人当たり医療給付費を政府管掌健康保険のそれと比べてみると,日雇労働者健康保険の方
が高くなっているが,これは,制度の対象となる者が低賃金,高年齢者層であるため有病率が高く,また,1件当
たりの医療費も高くなることによるものと考えられる。
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第4節  日雇労働者健康保険
2  保険給付
(2)  傷病手当金

傷病手当金支給額は,35年度の1億3,200万円から39年度の3億8,400万円と大幅に増加しているが,37年度
において特に増加の著しいのは,36年7月から行なわれた支給期間の延長と支給日額の引上げも影響して
いるものと考えられる。
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第4節  日雇労働者健康保険
3  保健施設

被保険者および被扶養者の傷病の早期発見,早期治療を目的とした集団健康診断等を行なうため,巡回診療
車9台を配置している。
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第5章  医療保険制度はどうなっているか
第4節  日雇労働者健康保険
4  財政

日雇労働者健康保険は,28年に創設されて以来今日まで10年余になるが,この間,その財政は,制度発足当初
の2年間を除いて非常に苦しく,近年急迫の一途をたどり,38年度末において約77億円というぼう大な累積
赤字を残すこととなった。最近5年間の決算状況は第2-5-26表のとおりであるが,日雇労働者健康保険にお
けるこのような赤字の原因としては,医療費を中心とする保険給付費支出の著しい増高がある反面,保険料
が2階級の定額制(1日につき,賃金日額480円未満の者は20円,賃金日額480円以上の者は26円)で収入に弾
力性がなく,保険給付費の伸びに見合う収入の伸びが期待できないという制度そのものの構造的な問題も
あげることができよう。39年度の日雇労働者健康保険の財政収支については,医療費の増高が予想以上に
顕著な伸びを示しており,年度末における赤字は約61億円,累積赤字額は約134億円に達しており,さらに40
年度においては,このまま推移すれば,約82億円程度の赤字が生じ,累積赤字は年間の財政規模にも匹敵する
約215億円という多額に達するであろうことが予想され,制度的にも財政的にも抜本的な対策が緊急に取
り上げられなければならない。

第2-5-26表 日雇労働者健康保険収支状況
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第2-5-25表 日雇労働者健康保険傷病手当金給付諸率
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第5節  船員保険

船員保険制度は,以上の各種医療保険制度と異なり疾病給付だけでなく,年金給付・失業給付をも行ない,陸
上労働者に対する健康保険・厚生年金保険・失業保険および労働者災害補償保険に相当する各部門を包
含する,いわば総合的社会保険であって,船員または船員であった者の疾病・負傷・分娩・失業・老齢・廃
疾・脱退・行方不明および死亡ならびに船員の家族(被扶養者)の疾病・負傷・分娩および死亡について保
険給付を行なうものである。船員保険は政府が管掌している。
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第5節  船員保険
1  適用状況

最近5年間の船員保険の適用状況は,第2-5-27表のとおりであり,船舶所有者は,昭和36年度を除き,毎年度,
前年度に比し3～4%の増加を示しているが,38年度は,船員法の改正に伴い,船員保険法の適用範囲が拡大
され,総トン数20トン以上の漁船(定置漁業・区画漁業・共同漁業に従事する漁船等を除く)および総トン
数20トン以上のまきあみ漁船と組になって操業する附属船乗組員にも船員保険法が適用されたため,37年
度に比し1,045人,また39年度は38年度に比し239人の増加となっている。被保険者についても,毎年度,前
年度に比し3～4%増加しており38年度は,同じく,適用範囲の拡大によって,37年度に比し1万3,759人,39年
度は38年度に比し3,508人の増加を示している。なお,1船舶所有者当たり被保険者数は,毎年度漸増してい
るが,38年度は,適用範囲拡大のため,37年度より0.85人,39年度は38年度より0.15人といずれも減少してい
る。また,被保険者1人当たりの被扶養者数は,39年度末現在で1.87人となっており,最近の5年間は,毎年度
漸次増加している。

第2-5-27表 船員保険適用状況
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第5節  船員保険
2  標準報酬月額の推移

船員保険においては,船員保険料の計算,保険給付の額の計算は,被保険者が受ける報酬の額に基づき標準報
酬を定め,これによって算定するいわゆる標準報酬制を採用している。平均標準報酬月額の最近5年間の推
移は,第2-5-28表のとおりであって35年度以降の増加は著しいものがあるが,これは,漁船部門の増加が大き
な影響を与え,また,37年4月から,標準報酬月額が,最低5,000円,最高3万6,000円であったものが最低7,000
円最高5万2,000円に改正されたためである。

第2-5-28表 船員保険平均標準報酬月額の推移

なお,39年度末の平均標準報酬月額は,漁船2万7,825円,その他(汽船,機帆船等)3万2,478円,平均3万162円
で,34年度末に比して,漁船においては,1.73倍,その他においては1.61倍,平均で1.65倍となっている。
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第2部  厚生行政の現状
第5章  医療保険制度はどうなっているか
第5節  船員保険
3  疾病給付

疾病給付等の状況は,39年度は総額94億2,000万円に達しており,そのうち医療給付費(療養の給付,家族療養
費,療養費等)は58億7,300万円で62.1%をしめている。疾病保険給付費の38年度に対する39年度の増加額
は,18億557万円で,増加率は23'7%となり,最近5年間の最高を示している。この増加のうち,医療給付費の
増加率は30.9%,その他の給付費の増加率が13.4%であって,増加が顕著である。このように,給付費が大幅
に増加したのは38年度の中途から実施された診療報酬地域差撤廃の影響の平年度化および医療費緊急是
正による影響があげられるが,これに加えて傷病手当金の伸びが影響している。第2-5-29表は,診療費の被
保険者1人当たりの金額・受診率(被保険者1,000人当たりの件数)および1件当たり金額を示したものであ
る。これによって被保険者1人当たり金額について見ると,39年度の被保険者の受診分は,1万7,010円で,38
年度の1万4,001円に対し,3,009円(21.5%)の増加となっており,また39年度の被扶養者の受診分は5,729円
で,38年度の4,738円に対し991円(20.9%)の増加を示している。また,受診率は全般に増加しているが,入院
よりも入院外および歯科の増加が著しく,被保険者分の上昇傾向はゆるやかであるが,被扶養者分の上昇傾
向は著しい。診療費の増加の要因は,受診率の増加以外に,1件当たり金額の増加があげられる。これにつ
いても,毎年度増加しており,36年度における医療費の改正以後その傾向が著しい。

第2-5-29表 船員保険医療給付諸率

39年度の疾病給付費のうちで,医療給付費のしめる割合は前述したとおり,総額の62.1%であって圧倒的に
多いが,これに続くものとしては,傷病手当金であって,疾病給付費総額94億2,000万円のうち,31億1,400万
円をしめ,その割合は33.1%となっている。したがって,傷病手当金の給付状況は大いに注目すべきであ
る。傷病手当金の給付の諸率は,第2-5-30表のとおりであり,これによると,36年度までは被保険者1人当た
り件数日数とも,わずかながら下降の傾向にあったが,37年度から上昇傾向に転じ,39年度においては,前年
度に比し,件数で0.01件(1.3%)増加し,日数では0.43日(2.1%)増加している。また,被保険者1人当たり支給
金額は39年度では1万2,647円で前年度に比し,1,472円,13.2%増加している。これは,件数・日数の増加の
ほかに,傷病手当金支給額の計算の基礎となる標準報酬月額の増加も影響している。
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第2-5-30表 船員保険傷病手当金給付諸率
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4  失業保険の適用および給付状況

船員保険の失業保険部門の適用および給付状況は第2-5-31表のとおりである。

適用状況は,39年度末では,35年度に比し船舶所有数においては1,041人(14.5%),被保険者数においては2万
1,689人(17.2%)の増加を示している。

第2-5-31表 船員保険失業保険部門適用給付状況

なお,失業保険の船舶所有者数,被保険者数が船員保険法適用のそれぞれの総数と大幅に相違しているの
は,2月以内の期間を定める契約により雇用されているもの,季節的業務に4月以内の期間を定める契約によ
り雇用されているもの等が失業保険の適用から除外されているためである。

また,給付状況について見ると,36年度までは毎年度減少傾向あるいは横ばいであったが,37年度から増加
傾向が著しく,39年度では,前年度に比し,被保険者1人当たり支給金額で785円(14.4%)増加している。これ
は,海運界の不況によるものと考えられるが,このほか,支給金額の増加は,37年4月からの標準報酬区分の改
正等による支給金額算定の基礎となる標準報酬月額の上昇,また,38年8月から,失業保険金の最低額および
最高額が,前者においては720円から890円にそれぞれ引き上げられたほか,扶養加算金,職業補導所入所中
における技能習得手当と寄宿手当,傷病給付金等の創設があったためである。
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5  福祉施設

被保険者や被扶養者等の福祉を増進するため,

各種施設が設置されているが,これらの福祉施設は,海上労働者の特性に対応してきわめて特色のあるもの
といえる。たとえば,船員保険保養所47施設の大半は,全国の主要港に設置されており,短い停泊期間に家族
とともに過ごす場所となっている。また,船員保険法に定められている「自宅以外の場所における宿泊お
よび食事の支給」のために,港の近辺に20施設の船員保険休養所が設置されており,傷病のため下船した船
員のための宿泊,通院に役立っている。この外,被保険者の遺家族のために母子寮が1施設,その他3施設の病
院および2施設の診療所が港に近接して設置されている。また,上記施設のほかに,船員の健康の保持増
進・災害防止等のための事業を実施している。
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6  保険財政

船員保険の財政は,船員保険特別会計によってまかなわれており,疾病・失業および年金の各保険給付費の
ほか,福祉施設費および業務取扱費を包括している。この会計における収入は,保険料収入が大部分であり,
このほか,一般会計からの受入れ,運用収入,雑収入がある。

保険料の料率および負担区分は,船員保険法の規定により,失業保険の運用を受けるものと受けないものと
に区分されているが,運営上は,第2-5-32表に示す料率および負担区分に細分されている。

一般会計からの受入れについては,船員保険法に規定されているが,保険給付に要する費用の負担について
は,年金保険給付(船員法に規定する災害補償に相当する保険給付を除く。)に要する費用の1/4および失業
保険金(手当金等を含む。)の支給に要する費用の1/4を国庫が負担することになっている。なお,疾病保険
給付に要する費用については,船員法に規定する災害補償に相当する保険給付を除き,国庫は,予算の範囲内
において,費用の一部を補償することとなっている。このほか,船員保険事業の事務の執行に要する費用(事
務費)についても,予算の範囲内において,国庫の負担が行なわれることとなっている。

第2-5-32表 船員保険保険料率内訳

支出については,職務上・外を含む疾病および年金の各給付費ならびに失業保険給付費がその大部分であ
るが,そのほか,福祉施設費および業務取扱費がある。

船員保険特別会計の財政収入としては,第2-5-33表に示すとおり,毎年度長期給付(年金)の原資にあてるた
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めの積立金を予定しているので,決算上赤字となることはないが,最近5年間の収支を各部門別に見ると,第
2-5-34表に示すとおりであって,疾病給付部門および失業給付部門においては,38年度以降引き続いて,いず
れも収支不足を生じており,今後の対策について目下検討が行なわれている。

第2-5-33表 船員保険収支状況

第2-5-34表 船員保険特別会計年度別部門別収支一覧
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1  概説

「医療費」とは,一般的に診療行為に対して支払われる費用を総称するものであり,このうち,社会保険に
よって支払われる医療費は,「社会保険診療報酬」と呼ばれるが,今日,社会保険による医療が全国民をカ
バーしていること,生活保護などの公費負担医療の費用も社会保険診療報酬の例によって支払われている
ことを考慮すると,わが国医療費の大部分は,社会保険診療報酬の定め方に従って算定され,支払われている
ということができる。このような意味において,社会保険診療報酬の問題は,すなわち,わが国民医療費の問
題であり,社会保険診療報酬のいかんは,国民負担の観点からも,医業の再生産ひいては国民医療水準の確保
の観点からもきわめて重要な問題である。

ところで,社会保険診療の報酬の額は,各診療行為にとって定められている点数に単価(現行10円)を乗じて
算定する方式(いわゆる点数単価方式)によっている。したがって,医療費問題の中心となる社会保険診療
報酬の改定は,この点数または単価を改定することによって行なわれるわけであるが,改定にあたっては,厚
生大臣はその諮問機関である中央社会保険医療協議会を開くことになっている。

最近における医療費の改定は,昭和36年に行なわれて以来,実質的改定は行なわれないままであり,他方,わ
が国経済がめざましい成長を遂げたこと等から,医療費改定問題が表面化し,以後,医療費問題は,経済成長
に対応する医療費の緊急是正問題を中心として,これをめぐって展開することとなり,以下に述べるような
経緯を経て,40年1月医療費の緊急是正が行なわれた。これにより,一応当面の医療費の緊急是正問題に結
論が出されたのであるが,今後さらに,医療費算定ルールの確立,医療費体系の合理化等解決すべき問題を残
している。
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2  医療費問題の経緯
(1)  中医協答申に至るまでの経緯

38年1月,日本医師会は厚生大臣に対して要望書を提出し,技術革新に対処し,経済成長と物価上昇の現実に
対処して,医療費の緊急是正が必要であり,現段階では再診料10点を目途として設定し,初診料についても改
定を行なうべきであることを要望した。

当時,中医協は,36年11月に「社会保険審議会及び社会保険医療協議会の一部を改正する法律」が成立施行
されたことにより,新中医協として発足することになっていたが,これに関連する「臨時医療報酬調査会法
案」の取扱いをめぐって,支払者側と医療担当者側との対立をみ,特に支払者側委員が調査会法案が成立し
なければ中医協に参加しない態度を持して譲らなかったので,前中医協は発足しないままの状態にあっ
た。

この局面を打開し,医療費問題を軌道に乗せるため,調査会に代わる医療費基本問題研究員制度が設けられ
ることになった(研究員制度の経緯については4参照)。これにより,新中医協の発足問題は1年半を経て解
決をみ,38年6月に改組後の第1回中医協が開催された。

新中医協は,結核等の治療指針の改正,次いで診療報酬の地域差徹廃についての答申を行なったが,その後8
月末,医療担当者側の全委員から会長に対し,基本的技術料として再診料10点の設定に関しすべてに優先し
て審議するよう要望が出されたことから,中医協は明から11月未まで懇談会の形式で論議を続けたが,つい
に結論がえられなかった。このような情勢にかんがみ,厚生大臣は会長と相談のうえ,12月4日,中医協に対
して,「経済成長に対応する診療報酬の緊急是正」について諮問を行ない,医療費緊急是正についての中医
協の正式意見を求めることになった。諮問を受けた中医協は再診料10点設定を要求する医療担当者側委
員との新設は診療報酬体系の基本問題につながることであるから,緊急是正とは別に審議すべきであると
して反対する支払者側と意見の対立を続けたが,ようやく39年4月18日「当面高度経済成長に伴う諸事情
が医療経済の安定を阻害している面のあることにかんがみ,この際の緊急措置として(中略)緊急是正を行
なうべきである。」旨の答申が行なわれるに至った。答申に際しては,公益委員の提案した答申案に対し,
支払者側全委員は賛成し,医療担当者側全委員は反対したが,採決により答申を決定することを避けること
となったため,答申には医療担当者の意見が添えられることになった。なお,答申案が提案されるにさき
だって,公益委員の意見説明が行なわれ,答申の基礎となる考え方,改定の具体的方法等が明らかにされた。
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(2)  答申後改定に至るまでの経偉

答申をうけるや,厚生省では,ただちに,点数表改正の作業に入ったが,その結果についての検定,後述(207
ページ)の5%加算制の廃止に伴う点数修正等技術的作業に相当の日数を必要としていたこと,39年6月に中
医協委員の半数が任期を満了したことに伴う公益委員の再任問題が容易に解決を見なかったこと,さらに
39年7月の内閣改造によって厚生大臣の更迭が行なわれたこと等の事情も重なり,実施時期はしだいに遅
れる情勢となった。その後9月に至り,厚生大臣は事態を円満に解決しようとして,緊急是正についての基
本的な考え方(神田構想といわれるもので,答申を基礎としつつ,1月ごとの基礎診察料を新設することを骨
子とするもの)を発表したが,これに対しては,答申無視として反対する支払者側,再診料をあくまで要求す
る医師会側等各方面から強い反対や批判が出された。

このような動きのなかで,11月新内閣が誕生し,医療費問題は,補正予算の編成ともからんで再び表面化する
とともに,事態は急速な進展をみることとなり,同月20日には40年1月1日から緊急是正として9.5%医療費
を引き上げ,緊急是正分を補正予算に計上することの政府決定をみた。厚生大臣は,政府の方針に基づいて
医療費の引上げを行なうべく,ただちに未決定であった公益委員の人選をすすめ,3人の新公益委員の任命
についての国会の同意をえて,39年12月15日,任期切れになっていた全委員の任命を終え,同月22日中医協
再開の運びとなった。

再開中医協に対し,同日,厚生大臣は,医療費9.5%引上げのための点数表の改正案と,薬価基準に定める現行
の支払薬価を現実の購入薬価に引き下げることによって生じる医療費の約3%余裕分を点数表の技術料部
分へふりかえるための点数表改正案の二議案を諮問した。諮問を受けた中医協は,ただちに緊急是正に関
する議案について審議に入ったが,支払者側委員は,今回の諮問案が8%引上げを示唆した中医協の答申を
無視しているとし,8%と1.5%を分離して8%の改正案を先議することを主張したのに対し,医療担当者側
は,諮問案どおり答申することを主張し,双方の意見は対立し,さらに,政府が国民の負担増となる医療保険
財政対策を決定したことから,支払者側委員が財政対策について納得できる説明を受けるまで諮問案に対
する審議に入ることができないとの態度を示したため,双方の調整はますます困難となり公益委員はこれ
以上審議を継続することはできないとして辞意を表明するという最悪の事態に陥ったが,年末から年始に
かけて,関係者の間で収拾に努力が重ねられた結果,40年1月8日中医協は再び開催されることになった。し
かし,再開中医協においても両側の主張は,いぜんとして対立を続けたため,公益委員は両側の歩み寄りを期
待して,40年1月9日には,自らの案を提出するとともに,総会において各側の意見を表明することを求めた
が,支払者側委員はこれに応ぜず,12日に再開することを主張した。このような状況のなかで,公益委員は,
これ以上審議を継続しても早急に答申をうることは困難と判断し,厚生大臣に対して一部修正を条件に
「緊急性もあり原則としてやむをえないものと認める」旨の意見を盛った報告書を提出した。

この報告を受けた厚生大臣は,この状況と各側の意見を参酌し,かつ,今回の医療費改定の緊急性を考慮し
て,ただちに諮問原案を一部修正のうえ改正案を決定し,告示の改正手続きをとった。
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(3)  改正後の動きと今後の問題

医師会の再診料設定要求に端を発した医療費問題は,ほぼ二年間を要して,緊急是正として40年1月から実
施されることになり,一応緊急是正問題についての結論が出されたのであるが,他方,この実施を契機とし
て,医療費問題は新たな事態を迎えることになった。

今回の医療費引上げの実施が,中医協の答申を待たずに行なわれたことに対して,支払者側は厚生行政に協
力できないとして,中医協等の厚生省関係機関委員の引揚げ等を決定するという強硬な態度を示し,中医協
代表委員の辞表の提出,社会保険審議会等への出席拒否等が行なわれたため,医療保険行政上の混乱が避け
られない事態に立ち至った。厚生大臣は支払者側に協力を要請したが,なおその協力をうるに至らず,事態
は混迷をつづけた。

そうしたなかで,政府与党は事態を収拾すべく支払者側との話合いを重ね,ようやく40年2月27日,了解に達
した。

その後,上記了解事項にそって解決の努力が重ねられている過程において派生した問題の一つにいわゆる
二本建医療費の問題がある。健康保険組合連合会ほか4組合は,先の緊急是正に関する告示を違法として,
その取消しの訴を東京地方裁判所に提起した。そして,この訴訟に関し,あわせて告示の効力の停止の申立
てを行なったが,同裁判所は4月22日告示の効力を各申立人との関係において5月1日から本案確定の日ま
で停止する旨の決定を行なった。このため,申立人である4健康保険組合およびその被保険者,家族の医療
費負担分については,旧告示が適用されることになり,一部健康保険組合については改正前の告示が,その他
の保険者については改正後の告示が適用されるという変則的事態を生ずることとなった。この結果事態
は再び混乱の度を加えていった。政府は,決定のあった翌日東京高等裁判所にこの決定を不服として即時
抗告を行なうとともに,医療機関の窓口における混乱を極力回避するために関係者と話し合いを重ね,事態
の混乱の収拾に努力したが,岩手医大附属病院における保険診療拒否事件等が発生する等なお事態は混迷
を続けた。しかし,5月3旧,東京高等裁判所が政府の即時抗告を認容して原決定を取り消し,4組合の申立を
却下する旨の決定を行なったことにより,二本建医療費問題は,解決をみたが,なお東京地方裁判所に取消し
の訴が係属しており,医療費の緊急是正をめぐる紛争はまだ尾をひいているといわなければなるまい。

以上のように,医療費問題は大きな社会問題となり,その根本的解決が急がれており,そのためには中医協の
再開の必要性が痛感されるに至っており6月1日には,社会保障制度審議会会長から医療問題混乱に対する
緊急措置として,中医協の再開等政府の善処を求める申入れも行なわれている。今後医療費問題は中医協
の再開をめぐり急速に進展をみるものと考えられる。
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3  医寮費改定の内容

医療費の改定は,以上に述べたような経緯を経て行なわれたが,その改定内容は,大略次のとおりである。

今回の医療費の引き上げの幅は,9.5%であった。これは,39年4月の中医協答申の前提となった公益委員の
意見のなかで,望ましい算定方法とされた「算定の基礎的考え方」のB案といわれるものによって医療機関
の収支を推計して,引上げ幅を決定した。なお,答申以降における消費者米価の値上げ等客観情勢の変化が
あったため,これを考慮して算定する必要があり,答申当時8%程度とされていた引上げ幅は,9.5%となっ
た。

点数表の改正については,まず現行の甲表および歯科点数表が,地域差撤廃後においては,現実に存在しない
旧乙地の点数に5%を乗ずる仕組みになっていることは不自然であり,またこの結果,薬価についても5%乗
ずることになるのは不適当であるので,この5%加算制を廃止し,甲表および歯科点数表の点数に所要の修
正を行ない,この修正点数に,今回の緊急是正による改正を行なうことにした。

緊急是正による改正は,中医協の答申に基づき,甲表および乙表については初診料・入院料関係の項目につ
いて行ない,また,歯科点数表については,その特殊性を考慮して,診察項目のほか,補てつ・充てんインレー
関係の項目について改正を行なった。

この点数表の改正は,40年1月9日「健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定方法の一部を改
正する件(昭和40年1月厚生省告示第10号)」として告示され,保険者の支払分については40年1月1日から,
保険者以外の者の支払分(患者支払分)については,40年1月14日からそれぞれ適用された。
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4  医療費基本問題研究員

厚生省では,多年にわたって混乱がちな医療費問題について,それぞれの段階において行政的な検討,対処を
行なってきたのであるが,かねてからこれにあわせ,問題の長期的,理論的な検討が必要であると考えてい
た。そこで診療報酬の算定ルールを確立するとともに,必要な調査を行なうものとして設置されようとし
ていた臨時医療報酬調査会の制度が,諸般の事情から創設できないこととなったので,実質的に調査会の機
能を果たし,医療費問題について理論的な分析を行なうものとして,38年5月,医療費基本問題研究員の制度
が設けられることとなった。この制度は,厚生省令をもって,省内に設置され,学識経験者を研究員として,
期間を限って医療費問題についてもっぱら学問的な角度から,とらわれない研究を行なうものであって,当
面の医療費問題の解決の方策を直接的に見出すことが目的なのではなく,医療需給・医療経営・医療費と
国民経済との関係その他医療報酬を算定するにあたって考慮すべき事項などについて科学的に示しうる
筋道を明らかにすることを目的としたものであった。

この研究は同年8月から開始され,40年3月6人の研究員から,それぞれ,厚生大臣に研究結果の報告が提出さ
れた。
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